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八王子市多文化キッズサロン事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、八王子市に居住又は通学する日本語を母語としない子どもが、日本語学習

や教科学習、悩みや困りごとに寄り添う相談及び地域等との交流ができる「八王子市多文化キ

ッズサロン」の整備費及び運営費に対して、市が補助を行うことにより、多文化共生社会の実

現に資することを目的とする。 

２ 補助金の交付については、多文化キッズサロン設置支援事業実施要綱（令和５年４月14日５

子企企第84号。以下「東京都実施要綱」という。）及び多文化キッズサロン設置支援事業補助

金交付要綱（令和５年４月14日５子企企第85号。以下「東京都補助金交付要綱」という。）並

びに補助金等の交付の手続等に関する規則（昭和35年八王子市規則第19号。以下「規則」とい

う。）の規定による。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、東京都実施要綱及び東京都補助金交付要綱並びに規則

の例による。 

（補助対象事業） 

第３条 この補助金の補助対象事業、補助対象事者、補助対象経費及び補助額は、次のとおりと

する。 

(1) 補助対象事業 次の４事業とする。なお、イ相談事業からエその他の付加事業までの事

業は、ア学習事業を実施している場合のみ補助対象事業とする。 

  ア 学習事業 

   (ｱ) 目的 日本語を母語としない子供の日本語学習や教科学習を支援し、学校での生活

面・学習面での適応を目的とする。 

   (ｲ) 対象 おおむね１８歳までの日本語を母語としない子供 

   (ｳ) 事業内容 就学前、小・中学生、高校生、不就学・不登校児等に向けて、次の事業を

行うこと。 

    ａ 日本語学習支援教室の開催 

    ｂ 教科学習支援教室の開催 

    ｃ 長期休暇時の補習教室の開催 

    ｄ 高校受験対策教室の開催 

    ｅ 不就学、不登校児や未就学児に向けた就学促進支援教室の開催 

   (ｴ) 留意事項 学習事業は、通年開催を基本とし、(ｳ)ａ又はｂを、原則として週１回以上

実施すること。 

  イ 相談事業 

(ｱ) 目的 日本語を母語としない子供とその保護者の悩みや困りごとに寄り添い、適切な

情報提供や、必要な機関や窓口へつなぐことで、解決に導くことを目的とする。 
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   (ｲ) 対象 おおむね１８歳までの日本語を母語としない子供及びその保護者 

   (ｳ) 事業内容 対象者に向けて次のいずれかの事業を行うこと。 

ａ 子供・保護者向けの教育、福祉等の相談員の配置 

    ｂ 学校との調整役の配置 

    ｃ 専門家による相談会の開催 

    ｄ 進路・進学相談会の開催 

   (ｴ) 留意事項 相談事業は、通年開催を基本とし、(ｳ)ａ及びｂを実施する場合は、ア学習

事業の開催日に合わせる等、子供に接することができるような体制をとること。 

  ウ 交流事業 

(ｱ) 目的 日本語を母語としない子供が、地域の人々とつながる機会を創出することで、

相互理解を促進するとともに、子供の地域における自己実現を目的とする。 

   (ｲ) 対象 おおむね１８歳までの日本語を母語としない子供 

   (ｳ) 事業内容 対象者に向けて次のいずれかの事業を行うこと。 

    ａ 地域との交流を目的としたイベントの開催 

    ｂ 母語や母国文化に触れるイベントの開催 

    ｃ 遠足や見学・視察の実施 

    ｄ 先輩との交流会の実施 

   (ｴ) 留意事項 年１回以上、定期開催すること。 

  エ その他の付加事業 

(ｱ) 目的 ア学習事業からウ交流事業までの事業に関連又は補完するもので、事業を付加

することで、多文化キッズサロンの機能を高めることを目的とする 

   (ｲ) 対象 おおむね１８歳までの日本語を母語としない子供 

   (ｳ) 事業内容 次のような事業を参考として、事前に市の確認を受けて実施する事業とす

る。 

    ａ 遊び場やプレールームの設置 

    ｂ 子供食堂の開催 

    ｃ 未就学児の母子サロンの開催 

    ｄ 中高生向け自習室の設置 

    ｅ 生活ルール講座の開催 

    ｆ 就職支援事業の実施 

   (ｴ) 留意事項 飲食を提供する場合は、食物アレルギーの情報を踏まえて実施すること。 

(2) 補助対象事者 市内に住所又は事業所（それに相当する施設を含む。）を有する法人又は任

意団体（以下これらを「法人等」という。）であって、次の規定に沿って補助対象事業を実施

することが可能であると市長が認めるもの 

  ア 運営期間 多文化キッズサロンは常設で、継続的に運営されるものであること。 

  イ 職員体制 多文化キッズサロンの運営に当たっては、各実施事業を統括する施設の責任

者を配置し、事業規模に合わせて適正な職員数を配置すること。 
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  ウ 実施体制 

   (ｱ) 継続的な支援を実施するため、利用する子供やその保護者の名簿を作成の上、支援に

必要な事項を記録し、利用者の状況把握を行うこと。また、事故や災害等の発生時に保

護者や関係各所へ適切に連絡できるよう、利用者の緊急連絡先等、安全管理上必要な情

報を管理すること。 

   (ｲ) 印刷物等による情報発信や、利用者とのコミュニケーションについては、「やさしい日

本語」（外国人等にも分かるように配慮して、簡単にした日本語）を使用するように努

めること。 

  エ 関係機関との連携 学校をはじめとする各公的機関との連携を図るため、連絡体制を構

築するとともに 関係部門による定期的な情報交換の場を設置するように努めること。 

  オ 安全管理 

   (ｱ) 利用する子供の通所時の安全管理については、事前に保護者と通所方法の取り決めを

行うこと。 

   (ｲ) 食物アレルギーをはじめとする各種アレルギー情報については、子供やその保護者に

事前に確認し、利用時の安全管理に努めること。 

   (ｳ) 事故発生に備えて、必要な各種保険に加入すること。 

   (ｴ) 個人情報の適正な管理に十分配慮し、職員等が、業務上知り得た情報を漏らすことが

ないよう周知徹底を図ること。また、業務の必要に応じて、関係機関との情報共有を行

うことについては、対象者とその保護者から事前に同意を得ること。 

(3) 補助対象経費 整備費及び運営費それぞれの区分に応じて次に定める経費とする。 

 ア 整備費 補助事業の実施に要する次の経費から、寄付金その他の収入額を控除した額 

  (ｱ) 工事請負費 

  (ｲ) 備品購入費 

  (ｳ) 負担金補助及び交付金 

  (ｴ) その他市が必要と認める経費 

 イ 運営費 補助事業の実施に要する次の経費から、寄付金その他の収入額を控除した額 

(ｱ) 賃金 

  (ｲ) 報償費 

  (ｳ) 旅費交通費 

  (ｴ) 職員手当等 

  (ｵ) 需用費 

  (ｶ) 役務費 

  (ｷ) 委託料 

  (ｸ) 使用料及び賃借料 

  (ｹ) 負担金補助及び交付金 

  (ｺ) その他市が必要と認める経費 

(4) 補助額 補助対象者が補助対象事業を実施するために要した補助対象経費の実支出額とす
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る。ただし、市が予算に定める額を補助限度額とする。 

（交付申請書の様式等） 

第４条 規則第６条第１項に規定する交付申請書は、別記第１号様式によるものとし、交付申請

書には次の書類を添付すること。 

(1) 実施計画書 

(2) 整備費積算内訳書（整備費の申請を行う場合） 

(3) 運営費積算内訳書 

(4) 法人にあっては法人登記簿（申請日から６月以内に交付されたもの。写し可）、任意団体（５

名以上で構成される団体であって、会則等を有し、会計処理が適切に行われている団体をい

う。以下同じ。）にあっては会則等 

(5) 事業内容や活動内容が分かる書類（チラシ、HPの写し等） 

(6) その他市長が申請において必要と認めた書類 

（交付決定通知書の様式） 

第５条 規則第７条第２項による通知は別記第２号様式によるものとする。 

（補助事業等変更・中止・廃止申請書の様式） 

第６条 規則第 10条による市長への申請は、別記第３号様式によるものとする。 

（実績報告書の様式等） 

第７条 規則第 12条第１項による実績報告書は、別記第４号様式によるものとし、実績報告書に

添付する書類は、事業報告書、決算書及びその他実施事業の詳細が分かるものとする。 

（補助金等確定通知書の様式） 

第８条 規則第 13条による補助事業者等への通知は、別記第５号様式によるものとする。 

（事務所管） 

第 10条 この要綱に基づく補助金に関する事務は、市民活動推進部学園都市文化課において処理

する。 

（補則） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定める。 

（見直し） 

第 12条 この補助事業は、補助金制度見直し方針及び東京都実施要綱の改正に基づき見直しを行

うものとする。 

   附 則 

この要綱は、令和７年(2025 年)４月１日から施行する。 
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第１号様式（第４条関係） 

   

   令和 年(   年) 月 日  

 

八王子市長 初 宿  和 夫 殿 

 

申請者                                             

住 所又は事業所所在地                   

法人等名及び代表者名                     

   印 

 

 

八王子市多文化キッズサロン事業補助金交付申請書 

 

次の事業を行いたいので、令和 年度(  年度)において補助金等     円を交付される

よう、補助金等の交付の手続等に関する規則第６条第１項の規定により申請します。 

事業の名称 令和 年度(  年度) 八王子市多文化キッズサロン事業 

実施予定事
業 

□学習事業 □相談事業 □交流事業 □その他の付加事業 

※該当する事業に☑を入れること。（以下同じ。） 

※相談事業、交流事業及びその他の付加事業については学習事業と合わせて実

施する場合のみ補助対象とする。 

実施場所 

施設名等： 

住所： 

施設における定期的利用の調整：□済 □未（調整予定時期        ） 

※実施場所が２か所以上の場合は主たる実施場所を明記しつつ、複数記載する

こと。 

補助申請額 

整備費 運営費 

支出予定額（A）        

           円 

支出予定額（D）      

   円 

寄付金その他の収入予定額（B） 

           円 

寄付金その他の収入予定額（E） 

           円 

整備費補助対象額（C） 

（A）－（B）＝        円 

整備費補助対象額（F） 

（D）－（E）＝        円 

補助申請額（C）＋（F）＝                    円 

統括責任者 
及び 

担当職員数 

 統括責任者氏名 担当職員数 

学習事業  人 

相談事業  人 

交流事業  人 

その他の付加事業  人 

全体職員数     人 
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開設（予定）
時期    年   月 

確認事項 

※当てはまるもの（未実施の場合は実施可能な事項）全てに☑を入れること。 

□常設で、継続的に運営するものである。 

□子供やその保護者の名簿を作成の上、支援に必要な事項を記録し、利用者の

状況把握を行っている。 

□緊急連絡先等、利用者情報の適切な管理に配慮している。 

□情報発信や利用者とのコミュニケーションにおいて、「やさしい日本語」の

使用に留意している。 

□各公的機関との連携を図り、連絡体制の構築や、情報交換の場の設置に努め

ている。（具体的な連携先               ） 

□通所方法の取り決め、各種アレルギー情報、関係機関への情報共有について

事前に保護者と調整して安全管理に努めている。 

□事故発生に備えて、必要な各種保険に加入している。 

□個人情報の適正な管理に十分配慮し、職員等が、業務上知り得た情報を漏ら

すことがないよう周知徹底を図っている。 

□要綱第３条第２号に定める規定を理解し、それを遵守した運営が可能であ

る。 

補助対象事業の 
着手年月日及び 
完了年月日(予定） 

着 手         年(  年)  月  日 

完 了         年(  年)  月  日 

添付書類 

１ 実施計画書       

２ 整備費積算内訳書（整備費の申請を行う場合）       

３ 運営費積算内訳書       

４ 法人にあっては法人登記簿（申請日から６月以内に交付されたもの。

写し可）、任意団体にあっては会則等 

５ 現在の事業内容や活動内容が分かる書類（チラシ、HPの写し等） 

６ その他市長が申請において必要と認めた書類 

注意事項 

添付書類について、次の注意事項に留意すること。 

１ 実施計画書について、様式は任意であるが、実施内容、実施回数、

実施場所、実施体制についてできる限り具体的に明記すること。 

２ 整備費積算内訳書について、様式は任意であるが、費用の区分（備

品や改修費等の別）や詳細な内容、単価及び数量を明記すること。 

３ 運営費積算内訳書について、様式は任意であるが、費用の区分（人

件費や物件費等の別）や詳細な内容、単価及び数量を明記すること。 

暴 力 団 で な い 
こ と の 宣 誓 

□ 暴力団の利益となる使用を制限するため、私は暴力団でないことを
宣誓し、次のことについて同意します。 

 
                 ※（□にレチェック） 
 
 暴力団による使用であるかを確認する必要がある場合は、所轄の警察
署へ照会する事があります。また、交付決定後に暴力団の利益となる使
用であることが判明した場合は、交付を取り消し、給付（補助）金を返
還するものとします。 
（八王子市暴力団排除条例第9条） 

備 考  

  



 7 / 11 

 

第２号様式（第５条関係） 
  ● 八 推 ● 第 ● ● ● ● 号 

令和 年(  年)  月  日 

 

              様 

 八王子市長 初 宿  和 夫       

補 助 金 等 交 付 決 定 通 知 書 

 令和 年 月 日付により申請のあった、令和 年度（ 年度）八王子市多文化キッズサロン

事業補助金については、次のとおり交付を決定したので、補助金等の交付の手続等に関する規則

第７条第２項の規定により通知します。 

 

補助金等交付決定額             円 

補助金等の内訳 

整備費       円  

運営費 円        

交付の条件 別紙のとおり 

不交付又は減額交付

の理由（該当する場

合のみ） 
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第３号様式（第６条関係） 

  

令和 年(    年)  月  日 

八王子市長 初 宿  和 夫 殿 

 住 所又は事業所所在地                

補助金事業者等                           

                 法人等名及び代表者名             

     印           

         

補助金事業等 変更 中止 廃止 申請書 

補助金事業等の 変更・中止・廃止 をしたいので承認願いたく、補助金等の交付の手続等に

関する規則第10条の規定により、次のとおり申請します。 

事業の名称 令和 年度(  年度) 八王子市多文化キッズサロン事業 

交付決定通知 令和 年（    年） 月 日付  八推多第 号  

交付決定額 円 受領済額 円 

補助金事業等

の変更事項 

変 
更 

前 
（１） 補助金申請額          円 

（２） 事業計画 別紙のとおり 

変 

更 

後 

（１） 補助金申請額          円 

（２） 事業計画 別紙のとおり 

変更・中止・

廃止の理由 
 

変更・中止・

廃止の年月日 
令和 年（    年）  月  日 

添付書類  

 



 9 / 11 

 

第４号様式（第７条関係） 

  

年(  年)  月  日   

八王子市長 初 宿  和 夫 殿 

 

補助金事業者等                     

          住 所又は事業所所在地               

         法人等名及び代表者名                 

印  

補 助 金 事 業 等 実 績 報 告 書  

 

      年  月  日付   により交付決定を受けた事業（事務）が完了したので、補

助金等の交付の手続等に関する規則第12条の規定により、次のとおり報告します。 

事業の名称 令和 年度(  年度) 八王子市多文化キッズサロン事業 

補助金等交付決定額  補助金等受領済額(Ａ)  

補助金等使用額Ｂ  精 算 額（Ａ－Ｂ）  

補 

助 

金 

等 

使 

用 

額 

の 
内 

訳 

事   業   名 支出額 事 業 の 明 細           補助金等使用額 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

計 (Ｃ)  (Ｂ) 

支出額の財源内訳 

  

  

  

  

補  助  金  等  (Ｂ)再掲   

計      (Ｃ)再掲   

 

※補助金等使用額の内訳の項については、整備費と運営費を切り分けて記載すること。
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第４号様式（裏） 

 

補助事業等の成果 

 

添付書類 

１ 事業報告書 

２ 決 算 書 

３ その他実施事業の詳細が分かるもの（写真、チラシ等） 
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第５号様式（第８条関係） 

 

年(  年)  月  日   

 

様 

八王子市長 初 宿  和 夫       

 

補 助 金 等 確 定 通 知 書  

 

  年（   年）  月  日付により実績報告のあった八王子市多文化キッズサロン事業に

ついては、次のとおり補助金等の額を確定したので、補助金等の交付の手続等に関する規則第1

3条の規定により通知します。 

交 付 決 定 額          

交 付 済 額 (Ａ)  

交付確定額      (Ｂ)  

精算額（Ｂ－Ａ）  

備      考 
精算額     円については、   年   月   日までに

交付します。
返還願います。 

 

 

 


